
   ○新見市外部公益通報に関する要綱 

令和７年１２月１６日 

告示第１８６号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、公益通報者保護法(平成１６年法律第１２２号｡以下「法」という｡) 

に基づき、労働者等からの外部公益通報を適切に処理するため、本市が講じるべき措置

等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 労働者等 法第２条第１項に規定する者をいう。ただし、新見市職員公益通報

に関する要綱（平成２０年新見市訓令第１３号）第２条第１号に規定する職員を除

く。 

（２） 外部公益通報 労働者等が法第２条第３項に規定する通報対象事実（以下「通

報対象事実」という。）に関し、当該通報対象事実について処分又は勧告等をする

権限を有する本市の機関に対して行う同条第１項に規定する公益通報をいう。 

（３） 所管課 通報対象事実に関する処分、勧告等の事務を所掌する課等をいう。 

（４） 通報者 労働者等であって外部公益通報をする者をいう。 

 （通報） 

第３条 通報者は、文書、電子メール、電話又は面談により外部公益通報を行うことがで

きる。 

２ 外部公益通報は、実名によるものとし、通報者は、氏名、所属する事業所及び部署を

明らかにするとともに、通報対象事実があった日時、場所、証拠の状況等を分かりやす

く伝えなければならない。ただし、通報対象事実が客観的に証明できる資料がある場合

には、匿名により行うことができる。 

 （通報者の責務） 

第４条 通報者は、外部公益通報に当たっては、客観的な資料に基づき誠実に行わなけれ

ばならない。この場合において、誹謗中傷、私利私欲等の不正な意図を持ち又は私憤、

敵意等の個人的な感情によって利用してはならない。 

（外部公益通報の受付窓口） 

第５条 外部公益通報の受付窓口は、総務部総務課において行うものとする。 

２ 総務課長は、外部公益通報を受けたときは、外部公益通報受付票（様式第１号）によ

り通報内容を記録し、所管課へ受付票の原本を提出するものとする。 

３ 総務課長は、外部公益通報の対応業務を統括し、所管課に必要な助言等を行うものと

する。 

（受理又は不受理の通知） 

第６条 所管課は、外部公益通報を受理するときはその旨を、受理しないときはその旨及

びその理由を、外部公益通報受理・不受理通知書（様式第２号）により、通報者へ遅滞

なく通知しなければならない。ただし、通報者が通知を望まない場合、匿名であるため



通報者への通知が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでな

い。 

２ 所管課において、通報内容が本市の処分又は勧告等を行う権限に属さないものである

と認められる場合は、当該通報に係る処分又は勧告等をする権限を有する行政機関を通

報者に教示しなければならない。 

（調査の実施） 

第７条 所管課は、外部公益通報を受理し、調査する必要があると認められる場合は、遅

滞なく事実確認の調査を開始しなければならない。 

２ 所管課は、調査が終了したときは、調査結果を外部公益通報調査結果報告書（様式第

３号）に記録し、その写しを総務課長へ提出するものとする。 

（調査結果の措置） 

第８条 所管課は、前条の規定による調査の結果、通報対象事実が確認されたときは、法

令に基づく処分その他必要な措置（以下「措置」という。）を講じなければならない。 

２ 所管課は、前項の措置について、内容及び是正結果を、外部公益通報措置結果報告書

（様式第４号）に記録し、その写しを総務課長へ提出するものとする。 

（措置結果等の通知） 

第９条 所管課は、通報対象事実についての調査結果、措置及び是正結果を、外部公益通

報調査・措置結果通知書（様式第５号）により通報者に通知するものとする。ただし、

通報者が通知を希望しない場合は、この限りでない。 

２ 所管課は、前項の通知を行うにあたっては、利害関係人の営業の秘密、信用、名誉、

プライバシー等に配慮しなければならない。 

（通報者の保護等） 

第１０条 所管課は、通報者が、外部公益通報等をしたことを理由として、解雇その他不

利益な取扱いを受けていることが明らかになった場合には、通報者の保護に係る必要な

措置を講じるよう努めなければならない。 

（協力の義務） 

第１１条 所管課は、外部公益通報事案の処理について、他の行政機関その他の公の機関

から調査の協力を求められたときは、正当な理由がある場合を除き、必要な協力をしな

ければならない。 

（その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 



様式第１号（第５条関係）                          取扱注意 

外部公益通報受付票 

 

受 付 印 件  名  

受 付 者  

受付手段 文書 ・ 電子メール ・ 電話 ・ 面談 

 

通 報 者 

住 所  

氏 名  

勤務先  

連絡先  

通 報 内 容 

１ 通報対象事実を知った年月日          年   月   日 

２ 通報者と被通報者との関係 

 

３ 通報対象事実の概要及び通報内容を知った経緯 

 

 

４ 通報内容を裏付ける資料の有無（有の場合は資料の内容） 

 

 

５ 通報をしようと思った理由 

 

 

６ 上司との話合いの有無（上司の氏名、役職及び話合いの内容、結果） 

 

 

７ 他に通報内容を知っている人の有無（有の場合は氏名等） 

 

８ 内部通報の有無又は内部通報できない理由 

 

 

９ 他の行政機関等への連絡の有無又は連絡予定の有無（有の場合は機関名等） 

 

10 通知の希望 

受理・不受理の結果（□希望する □希望しない） 

調査・措置結果（□希望する □希望しない） 

所管課（         ）の判断 

□ 受 理（   年   月   日受理決定） 

□ 不受理 不受理の理由： 

 

※ 他の行政機関等を教示した場合は、不受理の理由欄にその旨記載すること。 



様式第２号（第６条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

          様 

 

所管課長          

 

 

外部公益通報受理・不受理通知書 

 

（受理の場合） 

   年  月  日付けで受け付けした通報については、  年  月  日付けで公益通

報として受理し、当該通報対象事実について調査を開始したので、新見市外部公益通報に関す

る要綱第６条第１項の規定により通知します。 

 

 

（不受理の場合） 

   年  月  日付けで受け付けした通報については、下記の理由により、公益通報とは

認められず、  年  月  日付けで不受理と決定したので、新見市外部公益通報に関する

要綱第６条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

不受理の理由 



様式第３号（第７条関係）                          取扱注意 

外部公益通報調査結果報告書 

 

報 告 者 所属：             氏名： 

通報者氏名  

被 通 報 者 
氏     名  

通報者との関係  

調 査 期 間      年   月   日 ～     年   月   日 

 

 

通 報 内 容 

 

 

 

 

調 査 方 法 

□ 通報者からの情報収集 

□ 事業者等から提出された文書の調査 

□ 報告徴収 

□ 所属上司等の聴き取り 

□ その他： 

 

 

 

 

 

調 査 結 果 

事 実 の 有 無 □ 通報対象事実あり   □ 通報対象事実なし 

調査状況 

 

 

 

特 記 事 項 

 

※ 必要に応じ、調査資料等を添付すること。 



様式第４号（第８条関係）                          取扱注意 

外部公益通報措置結果報告書 

 

報 告 者 所属：             氏名： 

通 報 者 氏 名  

被 通 報 者 
氏     名  

通報者との関係  

措 置 年 月 日      年   月   日 

 

 

通 報 内 容 

 

 

法令に基づく措置

その他適当な措置

の内容 

 

 

 

 

 

是 正 結 果 

 

 

 

 

特 記 事 項 

 

※ 必要に応じ、資料等を添付すること。 



様式第５号（第９条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

          様 

 

所管課長          

 

 

外部公益通報調査・措置結果通知書 

 

調 査 期 間      年   月   日 ～     年   月   日 

 

 

 

調 査 結 果 

通報事実の有無 
□ 通報事実あり 

□ 通報事実なし 

 

 

措 置 内 容 

 

 

 

 

 

是 正 結 果 

 

 

 

 

特 記 事 項 

 

 


